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2013年 3月 14日 

公益財団法人日本テニス協会 

 

テニス指導における暴力・ハラスメントの事実関係の独自調査の実施ための 

第三者委員会の設置について 

 

1. 目的 

 

テニス指導における暴力・ハラスメントの事実関係の日本テニス協会による独自調査の第 1

弾として、過去 4年間のナショナルチーム所属の選手（ジュニア選手は除く）、監督、コー

チ、トレーナーを対象としてアンケート調査を行う。 

この調査の目的は、ナショナルチームを舞台とした暴力・ハラスメントの有無を調べ、事

実の存在が確認された場合には、日本テニス協会としての対応をとるためのものである。

また、アンケート調査では指導における暴力及びハラスメントについての意見を自由に記

述して頂くことで、寄せられた意見は、日本テニス協会としてのテニス指導、指導者の育

成や研修の在り方の改善の参考とする。 

 

2. アンケート調査実施方法について第三者委員会について 

 

アンケート調査の公正・公平の確保、並びにアンケート対象者の置かれた立場に配慮し、

アンケート調査は、日本テニス協会関係者が関与しない第三者委員会によって行う。 

この第三者委員会は、定款第 60条第 2項に基づき会長の下に設けることができる特別委員

会のとして設置する。第三者委員会の概要は以下の通り。 

 

① 委員の数 

(ア) 日本テニス協会関係でない者で女性を含む 3名とする。 

(イ) 委員候補者は別紙通り。 

 

② 職務 

(ア) 調査アンケートの回収および集計、集計結果の会長への報告。結果報告に基づ

き、会長は、常務理事会に対して必要とされる施策を協議し処理するよう指示

することができる 

③ 任期 

(ア) 平成 25年 3月 7日(3月常務理事会開催日)より 7月 17日まで（7月常務理事会

開催日まで） 
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別紙 

 

公益財団法人日本テニス協会 

第三者委員会名簿 

 

 

候補者 

 

大宮正（おおみや・ただし） 

西村あさひ法律事務所所属弁護士 

元通商産業省（現経済産業省）商務流通審議官 

TPC世話人 

 

手納美枝氏（てのう・みえ） 

アカシアジャパン・デルタポイント株式会社代表取締役 

公益社団法人経済同友会幹事 

外務省独立行政法人評価委員会委員 

 

田中孝二郎（たなか・こうじろう） 

経営コンサルタント田中事務所代表 

学校法人小野学園監事 

元日本 NCR株式会社広報部長 

 

以上 


